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新治町自 治 会規約  

 

 自治会は、地域社会を代表する住民組織である。住民の生活を支え、生活環境を維持・発展させて 

いくために、自ら地域の問題を提起し、話し合う場を持つことは住民にとって必要であるばかりでな

く、住民の権利でもある。この権利を行使することによってのみ住民は地域の主人公たりうる。それ

ゆえ自治会は住民自治を日常的に担う組織でなければならない。そこで生活が、多様化し大きく変化

した現状に合わせ、地域社会の中で自分たちの生活をより良くしようとする全ての住民がともに話し

合い、町づくりをしていくための自主的ルールをここに定める。 

 

 

第１章 総  則 

  (名称) 

第 １ 条 本会は、新治町自治会という。 

  (事務所) 

第 ２ 条 本会の事務所は、新治町自治会会長宅に置く。 

  (目的) 

第 ３ 条 本会は、会員の日常生活を通じ会員相互の親睦をはかり、また、本会内外の諸団体との協

力・協調のもとに、会員の教養を高め、福祉を増進し、地域生活環境の整備や防災などに努

め、行政との協議・協力を進めつつ住民のための町づくりを行うことを目的とする。 

  (構成) 

第 ４ 条 本会は、新治町に居住する世帯で構成する。 

   ２ 新たに新治町内に入居した世帯があったときは、新治町自治会の主旨を説明し、加入の案

内を行うものとする。 

   ３ 本会の運営の円滑化のため、新治町内を谷戸、旭ヶ丘、西の前、表の４地区に分割し、各

地区内には必要とする数の班を置く。 

   ４ 本会の会員は、各会員の居住地に基づき、分割された４地区のいずれかの班に属する。 

  (公告) 

第 ５ 条 本会の公告は、本会の掲示板に掲示し、必要あるときは回覧資料等により会員に通知する。 

 

第２章 事  業 

  (事業) 

第 ６ 条 本会は、第３条の目的達成のため次の事業を行う。 

  (１) 会員相互の親睦増進及び会員の教養を高めるための各種行事の企画立案 

  (２) 地域の社会振興に役立つ各種情報の広報及び連絡(回覧の回付、掲示等) 

  (３) 美化・清掃等の環境整備 

  (４) 防犯灯の設置・管理及び防犯に関する事項 

  (５) 防災に関する事項 

  (６) 児童及び青少年の指導・育成 

  (７) 風紀・秩序の維持に関する事項 

  (８) 交通安全に関する事項 

  (９) 保健衛生及び福祉厚生に関する事項 

  (10) 所有する資産の維持管理及び運営に関する事項 
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  (11) その他、本会の目的達成に必要な事業で総会の決議で認められた事項 

  (事業年度) 

第 ７ 条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとする。 

 

第３章 会  員 

  (会員の資格) 

第 ８ 条 本会の会員は、新治町内に居住し、定められた会費を納めた世帯とする。 

   ２ 会費は、月額３００円とする。ただし、賃貸住宅に居住する会員は、月額２５０円とする。 

３ 会費は、上半期６箇月(４月 1 日から９月３０日)分は４月末日までに、下半期６箇月(１０

月 1日から翌年 3月 31日)分は１０月末日までに納入しなければならない。なお、新たに会員

となった世帯の会費は、入居の翌月度分から納入義務が生じるものとし、月割りで納入しな

ければならない。 

   ４ 納入された会費は、理由のいかんにかかわらず返却しない。 

   ５ 会員に特別の事情がある場合は、期間を定めて会費を減免することができる。 

  (会員の義務) 

第 ９ 条 会員は、第６条の事業推進のため各種の奉仕活動に積極的に協力する義務を負う。 

  (会員の権利) 

第１０条 会員は、本会の会計帳簿、議事録等の書類の閲覧を求めることができる。 

   ２ 会員は、総会若しくは班長会を傍聴することができる。その場合、あらかじめ会長宛にそ

の旨の申請書を提出し、許可を得なければならない。 

 

第４章 役員及び相談役 

  (役員の定数)  

第１１条 本会に次の役員を置く。 

  (１) 会 長   １名 

  (２) 副 会 長   ２名 

  (３) 会計     ２名 

  (４) 総務     ２名 

  (５) 地区統轄   ４名 

  (６) 監 事   ２名 

  （７） 役員補佐   若干名 必要により設けることが出来る。 

   

  (役員の任期) 

第１２条 役員の任期は、２箇年とする。再任はさまたげないが、4期 8年を上限とする。 

   ２ 役員に欠員が生じ、第２０条４項により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

   ３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するまでの間、引き続き

その職務を遂行しなければならない。 

   ４ 役員が会員でなくなった場合においては、その役員はその地位を失う。 

  (役員の誠実義務等) 

第１３条 役員は、法令、規約及び附属規定並びに総会、役員会及び班長会の決議に従い、本会会員

のため誠実にその職務を遂行しなければならない。 

   ２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費の支払と報酬を受  
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けることができる。 

  (会 長) 

第１４条 会長は、本会を代表しその業務を総理するほか、規約及び附属規定並びに総会、役員会及

び班長会の決議により会長の職務として定められた事項をその職務として遂行する。 

なお、会長は、役員会の承認を受けて、副会長その他の役員にその職務の一部を委任するこ

とができる。 

  (副会長) 

第１５条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは会長があらかじめ指定した順序によって 

    その職務を遂行する。 

   (会計) 

第１６条 会計は、第８章会計に定められた会計業務全般を執行し管理する。なお、予算遂行状況は

半期毎に役員会に報告し、承認を受けなければならない。 

  (総務) 

第１７条 総務は、総会、役員会及び班長会の決議により総務の職務として定められた事項を業務と

して遂行するとともに、総会、役員会及び班長会の議事について、議事録の作成と保管の責

務を負う。 

  (地区統轄) 

第１８条 地区統轄は、総会、役員会及び班長会の決議により地区統轄の職務として定められた事項

を担当地区内班長と連携して遂行する。 

  (監事) 

第１９条 監事は、会計処理及び財産保全の状況並びに役員の業務執行を監査し、その結果を総会に

報告しなければならない。 

   ２ 監事は、会計監査結果を踏まえ、会計処理全般にわたる改善に関する助言及び勧告を行え

るものとする。 

   ３ 監事は、第１３条１項に定めた役員の誠実義務等にもとる不正があると認めるときは、速

やかに会長に報告するとともに、臨時総会の開催を具申できるものとする。 

   ４ 監事は、役員会において意見を述べることができるが、議決権は有しない。 

  (役員の選任) 

第２０条 第１１条で定める役員は、あらかじめ役員候補として推薦された者のうちから、総会にお

いて選任する。 

   ２ 前項の役員候補は、班長会で選出された班長、および役員で構成された役員選出委員会によ

り推薦されるものとする。 

   ３ 前２項の役員選出委員会で推薦された新役員候補者は、総会で選任されるまでの期間にお

いても、現役員と協働して、次年度収支予算及び事業計画策定業務等に参画しなければなら

ない。 

   ４ 期中に役員の欠員が生じた場合は、前２項の役員選出委員会で推薦し、総会によらず、班長 

会の承認をもって選任できるものとする。 

  (役員の解任) 

第２１条 役員が次の各号のいずれかに該当すると認められたとき、まず班長会の審議において出席

者の３分の２以上の賛成があり、さらに役員会の審議において出席者の過半数の賛成があっ

たときにのみ当該役員を解任することができる。この場合、当該役員は議決前に弁明の機会

が与えられるものとする。 

  (１) 病気療養等のため職務遂行に堪え難いと認められるとき。 
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  (２) 第１３条１項違反など職務上の義務違反又は役員としてふさわしくない行為があったとき。 

  (相談役) 

第２２条 本会は、会員の中から若干名の相談役を置くことができる。 

   ２ 相談役は、役員会にはかり、会長が委嘱する。 

   ３ 相談役は、会長の要請により役員会に出席し意見を述べることができるが、議決権は有し

ない。 

   ４ 委嘱期間は原則一年以内とする。ただし、再任をさまたげない。 

 

第５章 総  会 

  (総 会) 

第２３条 本会の総会は、代議員制で組織する。 

   ２ 総会は、通常総会と臨時総会とする。 

   ３ 会長は、通常総会を毎事業年度終了後３箇月以内に招集しなければならない。 

   ４ 会長は、必要と認める場合においては、役員会の決議を経て、いつでも臨時総会を招集す

ることができる。なお、代議員総数の３分の１以上の同意を得て臨時総会開催の請求があっ

た場合、会長は速やかに臨時総会を招集しなければならない。 

   ５ 総会の議長は、出席会員のうちから互選により選出し選任する。 

  (招集手続き) 

第２４条 総会を招集するときは、あらかじめ会議の目的とする事項及び議事を示して、開催日の１

週間前までに会員に通知を発しなければならない。 

  (出席資格) 

第２５条 第１１条に定める役員、第３５条に定める班長、第４７条に定める各種団体代表は、代議

員として総会に出席する資格を有する。 

  (議決権) 

第２６条 前条の代議員は、各１個の議決権を有し、兼務たるのもはそれぞれ 1 個の議決権を有する。 

   ２ 代議員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。代理人により議決権

を行使しようとする場合において、その代理人は前条で定めた代議員であることを要し、代

理人は代理権を証する書面を議長に提出しなければならない。 

  (総会の会議及び議事) 

第２７条 総会の会議は、前条に定める議決権者総数の３分の２以上が出席して成立する。ただし、

書面又は代理人によって代理権を証する書面を議長に提出した代議員は、出席したものとす

る。 

   ２ 総会の議事は、出席代議員の議決権の過半数で決し、可否同数の場合においては、議長の

決するところによる。ただし、規約及び附属規定の改正については、出席代議員の議決権の

３分の２以上の議決を得なければならない。 

  (議決事項) 

第２８条 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければならない。 

  (１) 収支決算及び事業実績報告 

  (２) 収支予算及び事業計画 

  (３) 規約の改正及び附属規定の制定又は改正 

  (４) 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

  (５) その他、本会の業務に関する重要事項 

  (議事録の作成、保管) 
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第２９条 議長は、出席会員の中から、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録作成に当る書

記として 2名を限度に選任することができる。 

   ２ 総務は、書記が作成した議事録に議長の署名押印を受け、正本は総務が 10 年間保管しなけ

ればならない。 

   ３ 議事録は、会員の書面による請求があったときは、これを閲覧させなければならない。こ

の場合において、総務は、閲覧につき日時、場所等を指定することができる。 

 

第６章 役 員 会 

  (役員会) 

第３０条 本会に役員会を置く。 

   ２ 役員会は、会長、副会長、会計、総務、地区統轄、役員補佐で構成する。 

   ３ 必要ある場合は、監事、相談役及び第４７条に定める各種団体代表を出席させることができ

る。 

  (招集) 

第３１条 役員会は、会長が招集し毎月一定日に開催する。 

   ２ 議決権を有する役員の４分の１以上の同意を得て役員会の招集を請求した場合においては、    

会長は、速やかに役員会を招集しなければならない。 

  (役員会の会議及び議事) 

第３２条 役員会の会議は、第３０条２項に定めた構成員のうち、議決権を有する構成員総数の３分

の２以上が出席して成立する。 

   ２ 役員会の議事は、出席役員の議決権の過半数で決し、可否同数の場合においては、議長の

決するところによる。 

   ３ 役員会審議事項及びその議決結果は、遅滞無く、第３６条に定める班長会で周知徹底を図

らなければならない。 

  (議長及び議事事項) 

第３３条 役員会は、会長が議長となり、次の各号に掲げる事項を審議決定する。 

  (１) 第６条事業に関する立案並びにその執行に関する事項 

  (２) 総会に呈示する議案 

  (３) 本会の業務に関する重要事項 

  (４) 臨時総会開催に関する事項 

  (５) 第４６条及び第４７条に定める各種団体に関する事項 

  (６) その他、規約及び附属規定等で役員会管轄と定められた事項など 

(議事録の作成、保管) 

第３４条 総務は、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、5年間保管する。 

 

第７章 班 長 会 

  (班長の選任及び職務) 

第３５条 本会の会員は、所属する班毎に、互選により１名の班長を選出し、地区統轄を通じて会長

に届出、受理されることで選任されるものとする。 

   ２ 班長の任期は、１箇年とする。ただし、再任をさまたげない。 

   ３ 班長が会員でなくなった場合においては、その班長はその地位を失う。 

４ 班長は、班内に課題が生じた場合、その的確な把握に努め、適時班長会に報告するととも

に、地区統轄と協働してその解決に当らなければならない。 
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  (班長会) 

第３６条 本会に班長会を置く。 

   ２ 班長会は、監事を除く役員、前条によって選任された班長、及び第４７条に定める各種団体

代表で構成する。 

   ３ 必要がある場合は、相談役を出席させることができる。 

(招集) 

第３７条 班長会は、会長が招集し毎月一定日に開催する。 

  (班長会の会議及び議事) 

第３８条 班長会の会議は、第３６条２項で定められた構成員総数の２分の１以上が出席して成立す

る。 

   ２ 班長会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数の場合においては、議長の決するとこ

ろによる。 

 

  (議長及び議事事項) 

第３９条 班長会は、副会長、地区統轄のうちから互選により選任された１名が議長となり、次の事

項を審議し議決するとともに会員への広報活動業務を行う。 

  (１) 第６条に定めた本会事業の推進に関する事項 

  (２) 県、市、区等の公共機関からの各種情報に関する事項 

  (３) 提起された町内の解決すべき課題に関する討議など 

  (４) 役員選出委員会委員の選任等に関する事項 

  (５) 第２０条及び第２１条に定めた役員の選任及び解任に関する事項 

  (議事録の作成、保管) 

第４０条 総務は、議事の経過の要領及びその結果を記載した議事録を作成し、5年間保管する。 

 

第８章 会   計 

 (会計年度) 

第４１条 本会の会計年度は、第７条で定めた事業年度と同一とする。 

  (収入) 

第４２条 本会の収入は、本会会員の会費及び横浜市からの補助金等並びに寄付金及びその他雑収入 

    による。 

  (支出) 

第４３条 本会の支出は、総会で議決された予算書に基づき執行し、管理する。 

   ２ 横浜市の指導に基づき、事務費、事業費、補助事業費、及びその他に区分して予決算書を作

成しなければならない。 

また、経常活動とは分けて収支管理すべき特定事業については、特別会計として個別管理し

なければならない。 

   ３ 前項の予備費からの支出は、役員会の議決を経なければならない。 

   ４ 前２項の特別会計として個別管理すべき特定事業の指定は、会計からの具申に基づき、役

員会において定める。 

   ５ 横浜市の定める高額支出案件については、複数の業者へ見積依頼するなど、費用削減に努

めなければならない。 

  (会計細目) 

第４４条 本会の会計に関する細目については、別途定めた会計細則による。 
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  (会計監査) 

第４５条 事業年度の事業報告書、収支決算書並びに次年度の事業計画書、収支決算書作成後は、速や

かに監事による会計監査を受けなければならない。 

 

第９章 各 種 団 体 

(各種団体の設置) 

第４６条 本会は、第６条で定めた事業の運営が健全、円滑に推進されることを目的として、次の横浜

市の活動を支える委員を推薦し、自治会傘下の常設団体を置き、各種団体と総称する。 

  (１) 民生委員・児童委員      

  (２) 主任児童委員  

  (３) 青少年指導員 

  (４) スポーツ推進委員 

  (５) 保健活動推進員 

  (６) 環境事業推進委員 

  (７) 消費生活推進委員 

  (８) 交通安全指導員  

   (９)  子供会：常設団体 

   (１０) 防火防災班：常設団体 

   (１１) 家庭防災員：常設団体 

   (１２) 敬老会：常設団体  

 

  (各種団体の代表及び職務等) 

第４７条 各種団体には代表を置き、総会及び役員会で定められた事業活動を遂行する。 

   ２ 欠番 

３ 代表の任期は、１箇年とする。ただし、再任をさまたげない。 

   ４ 子供会、および防火防災班は、年度事業計画及び収支予算を策定するとともに、事業実績報

告及び収支決算実績を取りまとめ、監事による会計監査を受けなければならない。 

 

  この規約は昭和４１年４月１日より効力を生ずる。 

  この規約は昭和５７年４月２５日より効力を生ずる。 

  この規約は平成７年４月２３日より効力を生ずる。 

  この規約は平成２２年４月２５日より効力を生ずる。 

この規約は平成２５年４月１日より効力を生ずる。 

この規約は平成２６年４月１日より効力を生じる。 

この規約は平成２８年４月１日より効力を生ずる。 

この規約は令和４年 5月 29 日より効力を生ずる。 

この規約は令和 6年 5月 19 日より効力を生ずる。 

 

 

 附   則 

 

１ 役員会は、この規約を実施するにあたり、必要に応じて細則を定めなければならない。 

役員会は、細則を制定したときは、次の総会に報告し、承認を得なければならない。 


